
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 99% 99%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成27年度登記簿等の公開に関する事務（乙号事務）民間競争入札実施要項

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律
（平成18年法律第51号）第33条の2

主要政策・施策

7,346

　競争の導入による公共
サービスの改革に関する法
律に基づき策定された入札
実施要項において規定され
ているとおり，毎年度，利用
者の待ち時間について，そ
の85％（平成29年10月以
降は90％）を30分未満とす
る。

実施方法

平成29年度

％

登記事項証明書の交付事務等の委託 担当部局庁 民事局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 総務課
総務課長
松井　信憲

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

   平成18年6月の閣議決定において，「登記事項証明書の交付等の証明事務について，市場化テストを実施し民間委託を行うことにより」，登記関係の職員
「1,181人を削減」するとされたことから，競争の導入による公共サービスの改革に関する法律の規定に基づき，官民競争入札等監理委員会の議を経た上で
委託業務の内容や入札方法を定めた民間競争入札実施要項を策定し，平成20年度から順次包括的民間委託を実施し，平成23年度からは全国の登記所
で実施しているものである。

- -

7,402

- -

- -

待ち時間を30分未満とした
回答数／利用者アンケート
の回答数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

7,428

--

7,355

-

平成２０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

   不動産登記及び商業・法人登記の登記事項証明書の交付及び登記簿の閲覧等の事務について，競争の導入による公共サービスの改革に関する法律
に基づき，包括的に民間事業者に委託することにより，当該事務の質の維持向上及び経費の削減を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

令和2年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

7,402 7,346 7,428 7,782 8,368

7,269 7,339

執行率（％） 99% 99% 99%

-

90

-

「公共サービス改革基本方針」（平成18年9月5日閣議決定，
令和元年7月9日最終決定）

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

110.3 110.3

90

99.3 99.3

90

110.3 -

-

-

- -

7,782 8,368

関係する
計画、通知等

達成度

99.3

-

90

年度 年度2

-

2年度当初予算

7,354

428

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

登記事項証明書交付事務等委託費：包括民間委託費の増
登記業務庁費：備品費（モニター用カメラ）の増，証明書発行請求機借
料の減

3年度要求

事業番号 0041

7,782 8,368

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

登記事項証明書交付事務
等委託費

登記業務庁費

7,855

513



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成27年度登記簿等の公開に関する事務（乙号事務）民間競争入札実施要項

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
法務省民事局総務課調べ

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

-

-

-

2年度
活動見込

3年度
活動見込

- -

- -

-

52

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

定量的な成果目標

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

活動指標

計算式 　　Ｘ/Ｙ

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

101,082,688 99,410,102 97,215,116

410 410 410

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

円

活動実績 箇所

当初見込み -

30年度 令和元年度

410 410 410

％

計画開始時

民間委託実施登記所における登記事項証明書等の交
付等件数

元年度 2年度

　登記所内に設置されてい
る証明書発行請求機の利
用率について，実績等を踏
まえ，積極的に利用を誘導
することにより，現行委託
契約の終了年度である令
和2年度までに52％以上と
する。

75.5

達成度 ％

-

-

7,269百万
円／

99,410,102
件

公共サービス改革基本方針に基づき民間に委託する登
記所数

-

2年度活動見込

72.7 73.1

-

％

定量的な成果目標

年度

45 -

目標値 ％

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -

％

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

成果実績

- -

単位

30年度 令和元年度

目標値

成果指標 30年度

証明書発行請求機により
請求された証明書の件数
／証明書発行請求機が設
置されている登記所におけ
る証明書の発行件数

成果実績

％

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

2

-

単位

X（年度ごとの執行額）／
Y（民間委託実施登記所における

登記事項証明書等の交付等件数）

単位当たり
コスト

令和元年度
中間目標

86.580.8

単位 平成29年度

-

-

-

年度 年度

-

-

-

達成度

　競争の導入による公共
サービスの改革に関する法
律に基づき策定された入札
実施要項において規定され
ているとおり，毎年度，利用
者の総合的な満足度につ
いて，その85％（平成29年
10月以降は90％）を普通以
上とする。

満足度を普通以上とした回
答数／利用者アンケートの
回答数

成果実績 ％

目標値

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

7,355百万
円／

101,082,68
8件

30年度

7,339百万
円／

97,215,116
件

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　登記事項証明書等の交付及び登記簿等の閲覧といった登記簿等の公開に関する事務（乙号事務）について，民間競争入札の対象とし，当該事務
を包括的に民間委託することとし，より良質かつ低廉な公共サービスの提供を実現することを目的とする。

-

- 2
定量的指標

42

ＫＰＩ
（第一階層）

-

目標最終年度

- - - - 52

年度

110.5 110.4 110.6 - -

90 90

年度

40 42 45 - -

2 年度

-

平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

99.5 99.4 99.5 - -

90 90 -

-

-76.9

平成29年度

年度年度

-

中間目標 目標年度

平成29年度

平成29年度

実績値 ％ 40

単位

証明書発行請求機が設置されている登記所における証
明書の発行件数のうち，証明書発行請求機により請求
された件数の割合

施策 登記事務の適正円滑な処理（Ⅲ-10-(1)）

政策 国民の財産や身分関係の保護（Ⅲ-10）

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表

2
0
1
9



-

事業番号 事業名所管府省名

-

○

-

　登記事務は，不動産取引の安全と円滑，会社・法人等の信
用の維持を図るものであり，国が担うべき業務である。

○

評　価項　　目

　本事業は，競争の導入による公共サービスの改革に関す
る法律第１条及び公共サービス改革基本方針に基づき実施
しており，国民や社会のニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　引き続き，質の維持向上を図り，過誤処理防止に必要な方策を講じつつ，経費の節減に資する取組を強化する必要がある。

　本事業は，利用者の待ち時間や総合的な満足度が目標である85％（平成29年10月以降は90％）を上回っていることから，適正かつ円滑に実
施されているが，サービスの質という点では毎年一定数の過誤事案が発生しているほか，労務単価の上昇により，今後，経費が増大することも
懸念される。

○

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

　一者応札については、複数者に入札説明書を交付しているという状況を踏まえ、エリアを分割する等の更なる改善に努められたい。
（井上東委員，大屋雄裕委員，竹澤香織委員）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

　各種契約の締結に当たっては，業務の内容等を踏まえた
上で，一般競争入札，総合評価落札方式等によることとして
いる。また，入札を実施する際には，仕様書の見直し，複数
年度契約の活用等を行っている。
　なお，後記Dの競争性のない随意契約について，契約相手
方は当初契約において一般競争入札により落札した者であ
り，登記事項証明書等発行請求機を継続して賃貸可能な者
は契約相手方のみであり，競争を許さないものであったこと
から，随意契約をしたものである。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　政策目的である「登記事務の適正円滑な処理」のため，必
要不可欠な事業である。

　一般競争入札を実施することにより，コスト削減に努めてい
る。
　なお，単位当たりコストが増加傾向にあるのは，年度ごとの
執行額が一定（国庫債務負担行為）であるのに対し，登記事
項証明書等の交付等件数が変動したことによるものであるこ
とから，単位当たりコスト等の水準は妥当なものといえる。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

調達方法の改善等により，引き続き効率的な予算の執行に努められたい。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

　入札に際しては，官民競争入札等監理委員会の議を経て，
民間競争入札実施要項等の見直しを行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

　目標以上の実績を達成している。

○

　本事業の実施のために真に必要なものに限定している。

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　見込みどおりの登記所数について民間委託を行っている。

○

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

　証明書等の交付に要する経費は登記手数料として納付さ
れ，受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

　一者応札の解消に向けて仕様の見直しを行うとともに，入札への参加が可能と思われる業者に対し，入札への参加を積極的に働きかけるなど改
善に向けた取組を行う。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

備考

【平成27年度公開プロセス実施】
○レビューシート番号及び事業
　0039法務省（登記事項証明書の交付事務等の委託）
○評価結果
　事業内容の一部改善
○取りまとめコメント
・成果目標の設定の適正化を図る。
・一体型（地番検索，印紙発行，交付請求を兼ねる）発行請求機の設置の検討，交付事務の委託と証明書発行請求機の設置の一体的な委託等の工夫，証明書
発行請求機の利用率アップ，コスト削減を図るべきである。
○対応状況
・委託費及び発行請求機の借料について，各登記所ごとの発行請求機の配置台数の見直しを行い，経費の縮減を図った。
・成果目標の設定の適正化については，平成28年度契約における入札実施要項において，サービスの満足度の目標数値を段階的に引き上げることとした。
・証明書発行請求機の利用率向上については，平成28年度契約における入札実施要項において，証明書発行請求機の利用促進に係る提案を入札（総合評価落
札方式）における加点項目審査の観点に含めることとした。

　支出先上位10者リストのB欄及びC欄の契約先上位10者リストの入札者数及び落札率については，支出先又は契約先との契約が複数ある場合，契約金額が最
も大きいものについて記載しています。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成31年度 法務省 0039

平成30年度 0038

平成29年度 0038

0020 平成25年度 0050

平成26年度 0040 平成27年度 0039 平成28年度 0038

平成22年度 0020 平成23年度 0019 平成24年度

・登記事項証明書の交付事務等の委託等
・登記事項証明書の交付事務等の委託等に必要
な予算を法務局・地方法務局に配分

D 株式会社ＪＥＣＣほか

142百万円

Ａ 法務局・地方法務局（50機関）

7197百万円

C 日本郵便オフィスサポート株式会社

ほか

6,967百万円

B 株式会社ジェイエスキューブほか

230百万円

法務省

7,339百万円

【本省から予算配分】 【国庫債務負担行為等】

【一般競争契約（最低価格）等】 【国庫債務負担行為】

・登記事項証明書の交付事務等の委託等 ・登記事項証明書等発行請求機の賃貸借

・執務備品等の購入，非常勤職員の雇用等 ・登記事項証明書の交付事務等の委託



支出先上位１０者リスト

A.

B

東京法務局

大阪法務局

横浜地方法務局

名古屋法務局

さいたま地方法務局

神戸地方法務局

千葉地方法務局

静岡地方法務局

福岡法務局

札幌法務局

- - -

非常勤職員の雇用 2 その他 - - -

個人Ｇ

個人Ｇ - 非常勤職員の雇用 2

- 非常勤職員の雇用 2 その他 - - -

個人Ｅ

個人Ｄ - 非常勤職員の雇用 2 その他 - - -

-

4

その他

A.東京法務局

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） 141

金　額
(百万円）

執務備品の購入

使　途

予算配分

B.株式会社ジェイエスキューブ
金　額

(百万円）

872

費　目 使　途

計 872 計 4

委託費 登記事項証明書交付事務等の委託 3,389 借料及び損料 登記事項証明書等発行請求機賃貸借

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

備品費登記事項証明書交付事務等の委託等

費　目

C.日本郵便オフィスサポート株式会社 D.株式会社ＪＥＣＣ

費　目 使　途

計 3,389 計 141

9

- -

その他

その他

-

5 - -

- -

4

8

7

6

1

10

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

その他

-

-

2

3

- -

法　人　番　号

-

- 872

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

-

登記事項証明書交付事務
等の委託等

登記事項証明書交付事務
等の委託等

登記事項証明書交付事務
等の委託等

登記事項証明書交付事務
等の委託等

登記事項証明書交付事務
等の委託等

登記事項証明書交付事務
等の委託等

-

-

2

75.4％

ローレルバンクマシ
ン株式会社

9010401032062 執務備品の購入 3

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社ジェイエス
キューブ

8010401067209 執務備品の購入 4
一般競争契約
（最低価格）

4 -

一般競争契約
（最低価格）

1 98.4％ -

個人Ａ - 非常勤職員の雇用 2 その他 - - -

6

7

4

5

個人Ｂ - 非常勤職員の雇用 2 その他 - - -

10

8

9

個人Ｆ - 非常勤職員の雇用 2 その他 - - -

個人Ｃ - 非常勤職員の雇用 2 その他 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

541

417

370

233

207

184 - -

-298

- -

その他346

その他

その他

その他 -

- -

-

-

-

-

その他

その他

その他

登記事項証明書交付事務
等の委託等

登記事項証明書交付事務
等の委託等

登記事項証明書交付事務
等の委託等

登記事項証明書交付事務
等の委託等

318



C

D

株式会社JECC 2010001033475
登記事項証明書等発行請
求機賃貸借

1
随意契約
（その他）

- 100％ -

株式会社JECC 2010001033475
登記事項証明書等発行請
求機賃貸借

1
随意契約
（その他）

- 100％ -

株式会社日本統計
センター

7010001077022
登記所の窓口利用者に対
するアンケート集計業務

0.2
随意契約
（少額）

- - -

株式会社JECC 2010001033475
登記事項証明書等発行請
求機賃貸借

135
国庫債務負担

行為等
- - -

株式会社両備システ
ムズ

8260001007077
登記事項証明書交付事務
等の委託

96
国庫債務負担

行為等
- - -

一般財団法人民事
法務協会

4010005003407
登記事項証明書交付事務
等の委託

400
国庫債務負担

行為等
- - -

パーソルテンプスタッ
フ・カメイ株式会社

2370001009266
登記事項証明書交付事務
等の委託

270
国庫債務負担

行為等
- - -

株式会社紙資源 9290001002826
登記事項証明書交付事務
等の委託

205
国庫債務負担

行為等
- - -

パーソルテンプスタッ
フ株式会社

1011001015010
登記事項証明書交付事務
等の委託

1,213
国庫債務負担

行為等
- - -

株式会社マックスコ
ム

3011001040626
登記事項証明書交付事務
等の委託

609
国庫債務負担

行為等
- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

4

1

2

日本郵便オフィスサ
ポート株式会社

9010401091760
登記事項証明書交付事務
等の委託

3,389
国庫債務負担

行為等
- - -

7

8

5

6

テンプスタッフフォー
ラム株式会社

9110001003412
登記事項証明書交付事務
等の委託

300
国庫債務負担

行為等
- - -

9

10

有限会社鳳晋 9260002014699
登記事項証明書交付事務
等の委託

140
国庫債務負担

行為等
- - -

株式会社東武 6370001021309
登記事項証明書交付事務
等の委託

241
国庫債務負担

行為等
- - -

1

4

5

2

3

株式会社JECC 2010001033475
登記事項証明書等発行請
求機賃貸借

4
随意契約
（その他）

- 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6 朝日梱包株式会社 9010601040880
登記所の窓口利用者に対
するアンケートの搬送業務

0.1
一般競争契約
（最低価格）

3 82.2％ -


